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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第10期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第９期

会計期間

自　平成20年
　　８月１日
至　平成20年
　　10月31日

自　平成19年
　　８月１日
至　平成20年
　　７月31日

売上高 (千円) 477,5332,081,231

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △59,363 102,884

当期純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) △54,029 57,791

純資産額 (千円) 1,710,5691,868,257

総資産額 (千円) 1,986,3822,187,949

１株当たり純資産額 (円) 17,319.1418,866.64

１株当たり当期純利益
又は１株当たり
四半期純損失(△)

(円) △557.11 595.90

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― 595.29

自己資本比率 (％) 84.6 83.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △44,358 198,260

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △14,273△442,600

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △6,120 ―

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 552,118 617,026

従業員数 (名) 158( 2) 147( 2)

(注) １　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２　売上高には消費税等は、含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益について、第10期第１四半期連結累計(会計)期間におい

ては、四半期純損失が計上されていることから、記載しておりません。

４　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容に

ついて、重要な変更は、ありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年10月31日現在

従業員数(名) 158( 2)

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であり

ます。

３　臨時従業員には、パートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。

 

(2) 提出会社の状況

平成20年10月31日現在

従業員数(名) 47( 2)

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)でありま

す。

３　臨時従業員には、パートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは、生産に関する該当事項はありません。

 

(2) 受注実績

当社グループは、受注に関する該当事項はありません。

 

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通り

であります。
 

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

サービス開発事業 43,572

コンテンツ事業 257,765

システムコンサルティング事業 176,195

合計 477,533

(注) １　金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次の通りであります。

 

相手先

当第１四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

株式会社ＮＴＴドコモ 108,089 22.6

京セラコミュニケーションシ
ステム株式会社

63,633 13.3

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社メディアシーク(E05161)

四半期報告書

 4/28



３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日(平成20年12月15日)現在において当社グ

ループ(当社及び連結子会社)が判断したものであります。

なお、当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」及び「四半期財務諸表に関する会

計基準の適用指針」を適用しております。下記には、前年同期の数値を参考情報として記載しており

ます。

 

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間に、当社グループは、コンテンツ事業において、アパレルＥコマースサ

イト「Visport」の事業譲渡を受け、３キャリア対応の携帯電話向けモバイルサイトを含め、新生

「Visport」ブランドでのサービスを開始しました。また、サービス開発事業において、携帯電話向

けバーコードリーダーほかモバイル機器向けソフトウェアのライセンス販売を行ったほか、システ

ムコンサルティング事業において、主に既存クライアント向けのシステムコンサルティング業務に

よる売上を計上しました。その結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は、477,533千円(前年同期

比8.8％減)、経常損失は、59,363千円(前年同期は、41,602千円の経常利益)、四半期純損失は、54,029

千円(前年同期は、20,688千円の四半期純利益)となりました。

 

(サービス開発事業)

サービス開発事業においては、主に携帯電話向けアプリケーションソフトウェアのライセンス

販売を行いました。当第１四半期連結会計期間においては、携帯電話組込み型バーコードリー

ダーを中心に、携帯電話のカメラ画像解析による独自の動作検知技術「モーション・ディテク

ション」エンジンの供給など、主要な携帯電話メーカや通信事業者、情報サービス事業者等に対

し、アプリケーションソフトウェアのライセンス販売を行いました。その結果、同事業の当第１四

半期連結会計期間の売上高は、43,572千円(前年同期比9.7％減)、営業利益は、11,824千円(前年同

期比31.9％減)となりました。

 

(コンテンツ事業)

コンテンツ事業においては、Ｅコマース事業強化の一環として、株式会社ルークスからセレク

トショップ型アパレルＥコマースサイト「Visport」の事業譲渡を受け、携帯電話向けモバイル

サイトを含め、新生「Visport」ブランドでのサービスを開始しました。さらに、ヘルスケア＆

ビューティー関連サービス強化の一環として、既存サイトのリニューアルのほか、携帯電話向け

有料コンテンツ配信サービスの強化・拡大を実施しました。その結果、同事業の当第１四半期連

結会計期間の売上高は、257,765千円(前年同期比14.1％増)、営業利益は、42,879千円(前年同期比

14.3％増)となりました。

 

(システムコンサルティング事業)

システムコンサルティング事業においては、既存システムの拡張や機能強化のほか、主に既存

クライアントに対し新たなシステムコンサルティングサービスを提供しました。その結果、同事

業の当第１四半期連結会計期間の売上高は、176,195千円(前年同期比29.4％減)、営業利益は、
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5,027千円(前年同期比91.6％減)となりました。

 

(2) 財政状態の分析

① 資産の部

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、1,986,382千円(前連結会計年度末から

201,567千円の減少)となりました。

このうち、流動資産は、1,044,037千円(前連結会計年度末から76,676千円の減少)となりまし

た。これは、主として現金及び預金が64,907千円減少したことによります。

固定資産は、942,344千円(前連結会計年度末から124,891千円の減少)となりました。これは、主

として投資有価証券が131,002千円減少したことによるものです。

② 負債の部

当第１四半期連結会計期間末における負債は、275,812千円(前連結会計年度末から43,879千円

の減少)となりました。これは、主として買掛金が53,628千円減少したことによるものです。

③ 純資産の部

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、1,710,569千円(前連結会計年度末から

157,687千円の減少)となりました。これは、主としてその他有価証券評価差額金が、86,338千円減

少したことによるものです。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」)は、期首に比べ64,907

千円減少し、552,118千円(前連結会計年度末は、617,026千円)となりました。

また、当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローは次の通りであります。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、44,358千円の支出(前年同期は、17,221千円の支出)と

なりました。これは、主として仕入債務が53,628千円減少したことによるものです。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、14,273千円の支出(前年同期は、55,189千円の収入)と

なりました。これは、主として有形固定資産を13,233千円取得したことによるものです。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、6,120千円の支出(前年同期は、財務活動によるキャッ

シュ・フローは、ありません)となりました。これは、配当金を6,120千円支払ったことによるもの

です。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

な変更及び新たに生じた課題は、ありません。

 

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、158千円であります。

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更は、

ありません。

また、この他にも通常の営業活動の一環として、製品及びサービスの開発に必要なノウハウを社

内に蓄積し、新規事業開発体制の強化を進めております。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動は、ありません。

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

該当事項は、ありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000

計 300,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年10月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年12月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 97,215 97,215
東京証券取引所
(マザーズ)

株主としての権利内容に制
限のない標準となる株式

計 97,215 97,215 ― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成20年12月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使に

より発行された株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約

権

(第３回新株予約権)

 

株主総会の特別決議日(平成15年10月28日)・取締役会決議日(平成15年12月１日)

 
第１四半期会計期間末現在
(平成20年10月31日)

新株予約権の数(個) 　　　　　　　　67 (注) ２,４

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　　　　201 (注) ４,７

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 36,667 (注) ３,７

新株予約権の行使期間 平成16年11月４日～平成25年10月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式
の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 36,667
資本組入額 18,334 (注) ７

新株予約権の行使の条件 (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項

―
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(第４回新株予約権)

 

株主総会の特別決議日(平成15年10月28日)・取締役会決議日(平成15年12月１日)

 
第１四半期会計期間末現在
(平成20年10月31日)

新株予約権の数(個) 　　　　　　　184 (注) ２,４

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　　　　552 (注) ４,７

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 36,667 (注) ３,７

新株予約権の行使期間 平成17年11月４日～平成25年10月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式
の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 36,667
資本組入額 18,334 (注) ７

新株予約権の行使の条件 (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項

―

 

(第５回新株予約権)

 

株主総会の特別決議日(平成15年10月28日)・取締役会決議日(平成16年３月２日)

 
第１四半期会計期間末現在
(平成20年10月31日)

新株予約権の数(個) 　　　　　　30 (注) ２

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　　　90 (注) ７

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 89,000 (注) ３,７

新株予約権の行使期間 平成17年11月４日～平成25年10月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 89,000
資本組入額 44,500 (注) ７

新株予約権の行使の条件 (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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(第６回新株予約権)

 

株主総会の特別決議日(平成15年10月28日)・取締役会決議日(平成16年６月16日)

 
第１四半期会計期間末現在
(平成20年10月31日)

新株予約権の数(個) 　　　　　　　 42 (注) ２,４

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　　　　126 (注) ４,７

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり290,667 (注) ３,７

新株予約権の行使期間 平成17年11月４日～平成25年10月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 290,667
資本組入額 145,334 (注) ７

新株予約権の行使の条件 (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

 

(第７回新株予約権)

 

株主総会の特別決議日(平成16年10月26日)・取締役会決議日(平成16年11月12日)

 
第１四半期会計期間末現在
(平成20年10月31日)

新株予約権の数(個) 　　　　　　　747 (注) １,４

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　　 747 (注) ４

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 217,000 (注) ３

新株予約権の行使期間 平成18年11月２日～平成26年10月24日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 217,000
資本組入額 108,500 

新株予約権の行使の条件 (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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(第８回新株予約権)

 

株主総会の特別決議日(平成16年10月26日)・取締役会決議日(平成17年９月20日)

 
第１四半期会計期間末現在
(平成20年10月31日)

新株予約権の数(個) 　　　　　　　310 (注) １,４

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　　 310 (注) ４

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 205,000 (注) ３

新株予約権の行使期間 平成18年11月２日～平成26年10月24日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 205,000
資本組入額 102,500 

新株予約権の行使の条件 (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は１株であります。ただし、当社が株式の分割又は併合を

行う場合、本新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の

端数はこれを切り捨てるものとします。

調整後株式数　 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率

２　新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は３株であります。ただし、当社が株式の分割又は併合を

行う場合、本新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の

端数はこれを切り捨てるものとします。

調整後株式数　 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率

３　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整の結果

生じる１円未満の端数はこれを切り上げるものとします。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式を処分する場合(新株予約権の行使及び平成14年

４月１日改正前商法に定める新株引受権証券に基づく新株引受権の行使により新株式を発行又は自己

株式を移転する場合を除く。) は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる

１円未満の端数はこれを切り上げるものとします。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 × 新株式発行前の時価

    既発行株式数＋新規発行株式数

４　新株予約権の数は、定時株主総会決議における新株予約権の発行予定数から、退職等の理由により権利

を喪失した者の新株予約権の数を減じております。これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数も減

じております。

５　新株予約権の行使の条件は、次の通りであります。

(1) 対象者は、新株予約権の行使時においても当社もしくは当社子会社の取締役、監査役、使用人又は業

務委託契約社員又は派遣社員であることを要し、当社もしくは当社子会社の取締役、監査役、使用人

又は業務委託契約社員又は派遣社員の地位を喪失した場合には、未行使の新株予約権を行使できな

いものとします。ただし、対象者がその地位を喪失後、引き続き当社もしくは当社子会社の取締役、

監査役、使用人又は業務委託契約社員又は派遣社員の地位を取得した場合には、新株予約権の行使

が可能であるものとします。

(2) 新株予約権の質入その他の処分及び相続は認めないものとします。

(3) その他の権利行使の条件等は、「新株予約権割当契約」に定めるところによります。

６　新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要するものとします。

７　平成16年９月17日をもって株式の分割(１：３)を行ったことに伴い、新株予約権の目的となる株式の

数、払込金額、発行価格及び資本組入額がそれぞれ調整されております。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項は、ありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年10月31日 ― 97,215 ― 814,962 ― 948,203

 

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は、把握

しておりません。

 

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である平成20年７月31日現在の株主名簿による記載をしており

ます。

① 【発行済株式】

平成20年７月31日現
在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 233

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 96,982 96,982
株主としての権利内容に制限のな
い標準となる株式

発行済株式総数 97,215 ― ―

総株主の議決権 ― 96,982 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が１株(議決権１個)含まれ

ております。

 

② 【自己株式等】

平成20年７月31日現
在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社メディアシーク

東京都港区麻布台二丁目
３番５号

233 ― 233 0.24

計 ― 233 ― 233 0.24
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成20年
８月

 
９月

 
10月

最高(円) 34,00038,00028,000

最低(円) 30,70026,00014,000

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、ありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年

８月１日から平成20年10月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、優成監査法人により四半

期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年10月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 552,118 617,026

受取手形及び売掛金 442,386 473,606

商品 11,989 302

仕掛品 15,594 4,412

その他 26,888 30,363

貸倒引当金 △4,939 △4,996

流動資産合計 1,044,037 1,120,714

固定資産

有形固定資産 ※
 55,421

※
 47,824

無形固定資産

のれん 43,026 46,182

その他 9,796 8,480

無形固定資産合計 52,822 54,663

投資その他の資産

投資有価証券 672,561 803,563

その他 188,038 187,684

貸倒引当金 △26,500 △26,500

投資その他の資産合計 834,099 964,747

固定資産合計 942,344 1,067,235

資産合計 1,986,382 2,187,949

負債の部

流動負債

買掛金 148,863 202,492

未払法人税等 1,846 6,843

ポイント引当金 1,042 －

その他 123,186 109,502

流動負債合計 274,938 318,837

固定負債

退職給付引当金 873 854

固定負債合計 873 854

負債合計 275,812 319,692

EDINET提出書類

株式会社メディアシーク(E05161)

四半期報告書

16/28



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年10月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年７月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 814,962 814,962

資本剰余金 948,203 948,203

利益剰余金 63,132 126,860

自己株式 △39,678 △39,678

株主資本合計 1,786,619 1,850,347

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △105,492 △19,153

為替換算調整勘定 △1,482 △1,469

評価・換算差額等合計 △106,974 △20,622

少数株主持分 30,924 38,532

純資産合計 1,710,569 1,868,257

負債純資産合計 1,986,382 2,187,949
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年８月１日 
 至 平成20年10月31日)

売上高 477,533

売上原価 343,592

売上総利益 133,940

販売費及び一般管理費 ※
 151,026

営業損失（△） △17,085

営業外収益

受取利息 10

受取配当金 78

その他 116

営業外収益合計 206

営業外費用

支払利息 11

複合金融商品評価損 42,380

その他 93

営業外費用合計 42,484

経常損失（△） △59,363

特別利益

ポイント引当金戻入額 95

特別利益合計 95

税金等調整前四半期純損失（△） △59,268

法人税、住民税及び事業税 512

法人税等調整額 1,842

法人税等合計 2,355

少数株主損失（△） △7,594

四半期純損失（△） △54,029

EDINET提出書類

株式会社メディアシーク(E05161)

四半期報告書

18/28



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年８月１日 
 至 平成20年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △59,268

減価償却費 6,606

のれん償却額 3,809

貸倒引当金の増減額（△は減少） △56

受取利息及び受取配当金 △89

支払利息 11

複合金融商品評価損 42,380

為替差損益（△は益） 237

売上債権の増減額（△は増加） 31,063

たな卸資産の増減額（△は増加） △22,869

前渡金の増減額（△は増加） △242

仕入債務の増減額（△は減少） △53,628

未払消費税等の増減額（△は減少） △13,210

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は
減少）

△1,454

その他の資産の増減額（△は増加） 1,425

その他の負債の増減額（△は減少） 23,873

小計 △41,411

利息及び配当金の受取額 89

利息の支払額 △11

法人税等の支払額 △3,025

営業活動によるキャッシュ・フロー △44,358

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △13,233

無形固定資産の取得による支出 △2,773

投資有価証券の売却による収入 2,283

敷金及び保証金の差入による支出 △549

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,273

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △6,120

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,120

現金及び現金同等物に係る換算差額 △154

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △64,907

現金及び現金同等物の期首残高 617,026

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 552,118
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 

 
当第１四半期連結会計期間

(自　平成20年８月１日　至　平成20年10月31日)

１　会計方針の変更 (1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５

日　企業会計基準第９号)を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準につい

ては、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)に変更しており

ます。

この変更による損益に与える影響は、軽微であります。

 (2)連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

(企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号)を第１四半期連

結会計期間から適用しております。

この変更による損益に与える影響は、ありません。

 

【簡便な会計処理】

 

 
当第１四半期連結会計期間

(自　平成20年８月１日　至　平成20年10月31日)

１　一般債権の貸倒見積高

の算定方法

当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したも

のと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用

して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法 当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前

連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法に

よっております。

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行なう方法によっております。

３　繰延税金資産及び繰延

税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境

等及び一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年

度において使用した将来の業績予想やタックス・プランニングを利用する方法に

よっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年８月１日　至　平成20年10月31日)

該当事項は、ありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年10月31日)

前連結会計年度末
(平成20年７月31日)

※　有形固定資産の減価償却累計額は、146,701千円で

あります。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、140,912千円で

あります。

 

(四半期連結損益計算書関係)

 

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年８月１日
至　平成20年10月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次の通りであります。

給与 34,259千円

貸倒引当金繰入額 2,585千円

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年８月１日
至　平成20年10月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 552,118千円

現金及び現金同等物 552,118千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成20年10月31日)及び当第１四半期連結累計期間(自　平成20年８

月１日　至　平成20年10月31日)

１　発行済株式に関する事項

 

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 97,215

 

２　自己株式に関する事項

 

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 233

 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項は、ありません。

 

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年10月21日
定時株主総会

普通株式 9,698利益剰余金 100平成20年7月31日平成20年10月22日

 

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のう

ち、配当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項は、ありません。

 

(リース取引関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年８月１日　至　平成20年10月31日)

該当事項は、ありません。
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(有価証券関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成20年10月31日)

時価のあるその他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、

当該有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著

しい変動が見られます。

 

その他有価証券で時価のあるもの

 

区分 取得原価(千円)
四半期連結貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

株式 24,093 33,480 9,386

債券 200,000 126,513 △73,487

その他 589,507 477,448 △112,059

合計 813,601 637,441 △176,159

(注) １　当第１四半期連結会計期間において債券には、組込デリバティブと一体処理した複合金融商品(契約額

100,000千円、時価42,473千円)が含まれており、これに係る評価損42,380千円を四半期連結損益計算書

の営業外費用に計上しております。

２　表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。

 

(デリバティブ取引関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成20年10月31日)

複合金融商品の組込デリバティブの時価及び評価損益は、「有価証券関係」に記載しておりま

す。

 

(ストック・オプション等関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年８月１日　至　平成20年10月31日)

該当事項は、ありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年８月１日　至　平成20年10月31日)

(単位:千円)

 
サービス
開発事業

コンテンツ
事業

システムコ
ンサルティ
ング事業

計
消去又は
全社

連結  

売上高        
(1)外部顧客に対する売上
高

43,572257,765176,195477,533 ― 477,533 

(2)セグメント間の内部売
上高又は振替高

― 9 14,19614,205(14,205) ―  

計 43,572257,774190,392491,739(14,205)477,533 

営業利益又は営業損失(△) 11,82442,879 5,027 59,731(76,817)△17,085 

(注) １　事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品・役務

(1)サービス開発事業・・・・・・・

・

携帯電話ほかモバイル機器向け組込み型ソフトウェア(例：バー

コードリーダー)の企画・開発及びライセンス販売

(2)コンテンツ事業・・・・・・・・

・

携帯電話向け有料コンテンツ(例：着メロほか)配信サービス

(3)システムコンサルティング事業・

・

企業向け戦略コンサルティング、システムコンサルティング及び

システム運用支援サービス

 

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年８月１日　至　平成20年10月31日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在

地別セグメント情報の記載を省略しております。

 

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年８月１日　至　平成20年10月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

 

(企業結合等関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年８月１日　至　平成20年10月31日)

該当事項は、ありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

 

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年10月31日)

前連結会計年度末
(平成20年７月31日)

  

 17,319.14円

  

 18,866.64円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年10月31日)

前連結会計年度末
(平成20年７月31日)

純資産の部の合計額(千円) 1,710,569 1,868,257

普通株式に係る純資産額(千円) 1,679,644 1,829,724

差額の主な内訳(千円)   

少数株主持分 30,924 38,532

普通株式の発行済株式数(株) 97,215 97,215

普通株式の自己株式数(株) 233 233

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株)

96,982 96,982

 

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

 

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年８月１日
至　平成20年10月31日)

１株当たり四半期純損失 557.11円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、四半期純損失が計上されているため、記載してお

りません。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年８月１日
至　平成20年10月31日)

１株当たり四半期純損失金額  

四半期連結損益計算書上の
四半期純損失(千円)

54,029

普通株式に係る四半期純損失(千円) 54,029

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

期中平均株式数(株) 96,982

 

(重要な後発事象)

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年８月１日　至　平成20年10月31日)

該当事項は、ありません。

 

２ 【その他】

該当事項は、ありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成20年12月11日

 

株式会社メディアシーク

取    締    役    会      御中

 

優    成    監    査    法    人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　加   藤    善   孝　　(印)

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　本   間    洋   一　　(印)

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社メディアシークの平成20年８月１日から平成21年７月31日までの連結会計年度の第１四半期

連結累計期間(平成20年８月１日から平成20年10月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四

半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等

に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国におい

て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定さ

れた手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メディアシーク及び連結

子会社の平成20年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半

期報告書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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